
括ボひ

(歳入)

2財

3繰

款

産

4諸

歳

収

山形県土地取得事業特別会計歳入歳出補正予算(第1号)事項別明細書

入

入

収

入

(歳出)

補

金

正

入

^

2 酒田北港地区用地取得事業費

升

点

の

5公

額

歳

87,334

補正

債

出

54,500

^

補

月1」 の額

費

110

141,944

正

補

升

103,317

正

38,627

額

額

141,944

△ 1,390

△ 70

巷十

△ 1,310

△ 1,390

△ 10

101,927

補

国庫支出金

△ 1,390

特

(単位:千円)

38,627

正

140,554

額

定

県

の

87,264

財

財

53,190

債 そ

源

源

100

140,554

の

(単位:千円)

内

他

△ 1,390

般財源

△ 1,390

計

訳

合

合



2歳

第 2款

入

財

1不動産売払収入

目

産 収

補正

・十

入

^

目Ⅱ

第 3款

第 1項

の 額

68,660

補

財

繰

2酒田北港地区用地取得
事業一般会計繰入金

産

目

正

68,660

入

額

払

△ 70

補正

・十

収

△ 70

^

月1」

金

入

第 4款

の

第 1項

額

68,590

54,500

補

諸

1雑

士地建物売払収入

68,590

目

正

区

般

54,500

収

額

△ 1,310

節

・十

ノ＼

補正

・十

繰

入

△ 1,310

入

■^、

月Ⅱ

入

の

金

金

第 1項

額

53,190

補

HO

雑

額

酒田北港地区用地取得事業一般会
計繰入金

53,190

△ 70

正

区

110

額

節

説

△ 10

ノ＼

(単位:千円)

・十

△ 10

入

明

金

100

額

△ 1,310

区

100

、 1t'

社

節

刀

保

(単位:千円)

険 料

明

金 額

△ 10

説

(単位:千円)

明

説

壬
口

売

計

会

会



3歳

第 2款

出

酒田北港地区用地取得事業費

目

1開発総務費

補正前の額

第 3項

補

27,460

正

開

額

△ 1,400

発

斗

ム= 理

26,060

2 開発事務所費

国庫支出金

補

特

費

正 額

定

の

県

財

財

28,490

債

源

源

内

そ の 他

△ 1,400

10

般財源

28,500

区

節

報

2 ホ△

酬

3 職員手当等

金

(単位:千円)

料

額

説

10

△ 1,290

非常勤職員報酬

10

明

一般職給

210

4

扶養手当
住居手当
地域手当
特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当

寒冷地手当
通勤手当
単身赴任手当
児童手当

9旅

済 費

2給

費

340

100

△ 100

10

△ 420

△ 260

40

340

△ 100

260

3 職員手当等

△ 260

料

△ 70 費用弁償

4

△ 50 一般職給

△ 60

済 費

扶養手当
住居手当
地域手当

特殊勤務手当
勤勉手当
単身赴任手当

120

50

30

△ 100

△ 70

130

△ 100

分

訳

共

共



目 補正前の額 補

55,950

正 額

△ 1,390

計

54,560

国庫支出金

補

特

正 額

定

の

県

財

財

債

源

源

内

そ の 他

△ 1,390

般財源
区

節

刀 金 額

明説

訳



1

( 1 ) 総

般

区

職

括

補

分

正

職員数
(人)

補

後

正

比

ーユ^

報

給

区

7

較

職員手当の内訳

酬

(千円)

扶養手当

7

ノ＼

住居手当

給

補

給

930

正

地域手当

料
(千円)

与

920

与

後

1,230

初任給調整手
当

補

24,140

10

費

職員手当
(千円)

1,150

正

特殊勤務手当

^

25,480

月1」

840

明

特地勤務手当

比

△ 1,340

1,020

費

19,180

へき地手当

細

較

200

19,290

定時制通信教
育手当

390

40

区

(千円)

産業教育手当

△Ⅱ0

130

44,250

分

△ 200

時間外勤務手
当

100

済費
(千円)

補

45,690

正

夜間勤務手当

△ 1,440

後

△ 60

期末手当

8,930

補

6,000

正

・十
(千円)

勤勉手当

9,070

ー、^

月1」

△ 140

寒冷地手当

比

53,180

6,000

備

5,460

宿日直手当

54,760

較

4,130

通勤手当

△ 1,580

区

5,880

管理職手当

270

/J

4,260

考

農林漁業普及
指導手当

補

△ 420

正

災害派遣手当

230

900

後

△ 130

退職手当

補 正

義務教育等教
員特別手当

560

40

.」'.

(単位:千円)

単身赴任手当

比

管理職員特別
勤務手当

340

較

200 △ 200

書

合共十三



( 2 )

区

給料及ぴ職員手当の増減額の明細

給

分 増

料

減
(千

額
円)

△ 1,340

職員手当

1給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

△110

2 職員の変動等に係る増減分

1制度改正に伴う増減分

2 職員の変動等に係る増減分

30

説

△ 1,370

明

230

職員の変動等による減

△ 340

期末・勤勉手当の増

職員の変動等による減

給与改定の状況
前年度

改定なし

備 考

0.23%

日月4年
期
4

時
1

率
施

定改
定

の叉
与
与

年
給
給

本
く



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員1人当たり給与

区

イ丁 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

級別職員数

分

区

平 均年齢(歳)

令和 4年Ⅱ月1日

イ丁

級

政

令和 4年11月1日

1級

職

2級

職員数(人)

333,100

3級

413,494

令和4年1月1日

4級

(級別の基準となる職務)

区

41.10

5級

/J

構成比(%)

行政職

1

352,583

16.フ

級

4

423,276

級

185,200

イ

令和4年1月1日

1級

42.10

2

16.フ

6

初任給

区分

主任主事

主任技師

2級

66.6

職員数(人)

級

高校卒

3級

154,600

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

係

本

構成比(%)

行政職(円)

長

4

県

2

級

156,300

4

188,100

5

33.3

6

課長補佐

級

66.フ

国

100.0計

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

分

計

主
技

事
師



こ1二 昇給

職

区

昇給

1丁

係

政

る 職員数(B)

号

職

数(A)

給 数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

3 号給(人)

比

補 正

4 号給(人)

6

オ期末手当・勤勉手当

区

5 号給(人)

6

コ'゛

ノ＼

6 号給(人)

補正後

6

7 号給(人)

6

率(B)/(A)

補正前

8 号給(人)

支給期別支給率

6月明分)

5

( 1.
2

国の制度

1 2 5 )
1 2 5

備考

(1
2

Wり

125)
1 2 5

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

5

( 1.
2.

5)12

15

12月明分)

100.0

( 1.
2

175)
2 2 5

( 1.
2

100.0

125)
1 2 5

( 1.
2

支給率計明分)

5)17

25

(2.30)
4.35

(2.25)
4.25

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

(2
4.

30 )
40

有

有

備

有

考

分

員

こ

訳



区

力

扶養手当

その他の手当

フJ

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

同じ

異なる

異なる

手当の支給対象となる家賃額の下限

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

差 異 の 内

限度額

限度額

認,000円(国 31,600円)

25,500円(国 31,600円)

14,000円(国 16,000円)

容



括
J/、

(歳入)

1使

3繰

款

4繰

用

5諸

入

山形県港湾整備事業特別会計歳入歳出補正予算(第2号)事項別明細書

6県

料

越

歳

補

金

収

正

金

入

^

入

の

債

額

・十

159,604

234,091

補

フ,236

18,435

正

58,500

額

4刀,866

△ 8,880

(単位:千円)

△ 8,880

159,604

225,211

フ,236

18,435

58,500

4能,986

計

合



(歳出)

1竺

款

2整

3公

理

歳

補正

備

^

費

債

出

月1」 の額

費

補

費

163,325

正

E十

58,500

額

256,041

△ 8,880

4刀,866

・十

154,445

△ 8,880

補

国庫支出金

特

58,500

正

256,041

額

定

468,986

県

の

財

財

債 そ

源

源

の

(単位:千円)

内

他

△ 8,認0

般財源

△ 8,880

訳

合



2歳

第 3款

入

繰

^

目

般会計繰入金

入

補正

・十

ーユ.ι一

月1」

金

3歳

第 1款

の

第 1項

額

234,091

補

出

゛=

234,091

正

般

目

額

1施設管理費

△ 8,880

き十

理

補正前の額

繰

△ 8,880

斗

入

費

金

225,211

補

第 1項

35,890

正

225,211

゛=

区

般

額

△ 8,880

・十

節

曇十

刀

理

繰 入

27,010

国庫支出金

補

金

163,325

特

金

費

正 額

定

額

△ 8,880

の

県

△ 8,認0

財

財

債

源

源

内

そ

154,445

(単位:千円)

の

△ 8,880

他

明

^ 般財源
区

2

節

給

ノ＼

3 職員手当等

△ 8,880

料

金

(単位:千円)

額

△ 4,040

説

4

△ 3,370

一般職給

済

扶養手当
住居手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当
児童手当

明

費 △ 1,470

△ 190

△ 310

△ 240

△ 1,170
△ 750

170

△ 880

説

会

会

訳

共

計



1

( 1 ) 総

般

区

職

括

補

刀

正

職員数
(人)

補

後

正

比

ーユ^

報

給

区

5

較

職員手当の内訳

酬

(千円)

扶養手当

5

刀

住居手当

給

補

給

正

地域手当

料
(千円)

与

後

与

初任給調整手
当

370

補

14,820

職員手当
(千円)

正

特殊勤務手当

310

費

^

18,860

目1」

560

比

特地勤務手当

△ 4,040

明

費

620

フ,740

へき地手当

細

較

△ 190

10,230

定時制通信教
育手当

区

(千円)

△ 2,490

書

△ 310

産業教育手当

共

22,560

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

29,090

正

夜間勤務手当

△ 6,530

後

期末手当

4,330

補 正

勤勉手当

5,800

900

^

目1」

△ 1,470

比

寒冷地手当

26,890

1,140

備

2,960

宿日直手当

34,890

較

2,350

△ 8,000

通勤手当

区

4,130

△ 240

管理職手当

50

3,100

考

農林漁業普及
指導手当

補

△ 1,170

正

災害派遣手当

50

500

後

△ 750

退職手当

補 正

義務教育等教
員特別手当

330

゛一ι一

(単位:千円)

月1」 比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

170

較

300 300

計
円千( )

合十三
口

分分



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

分 増

料

減

(千
額

円)

△4,040

職員手当

1給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

△2,490

2 職員の変動等に係る増減分

1制度改正に伴う増減分

2 職員の変動等に係る増減分

110

説

△4,150

明

△2,650

160

職員の変動等による減

期末

職員の変動等による減

勤勉手当の増

給与改定の状況
前年度

改定なし

備 考

0.23%

日月4年
期
4

時

1

率定改の与
年
給
給

本
く



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員 1人当たり給与

区

1テ 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

刀

級別職員数

区

平均年齢(歳)

令和 4年Ⅱ月1日

1テ

級

政

令和 4年H月1日

1級

職

2級

職員数(人)

241,180

3級

291,252

令和4年1月1日

4級

(級別の基準となる職務)

区

5級

30.2

構成比(%)

刀

2

行政職

1

2

313,140

40.0

級

350,690

20.0

級

イ

185,200

.

令和4年1月1日

1級

40.0

2

39.2

初任給

5

区分

主任主事
.

主任技師

2級

職員数(人)

級

高校卒

3級

154,600

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

本

係

構成比(%)

行政職(円)

長

4

県

2

級

156,300

20.0

2

188,100

5

40.0

5

課長補佐

級

40.0

国

100.0計

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

分

計

主
技

事
師



こC 昇給

職

区

イ丁

係

政

る 職

フJ

号

職

数(A)

給

数(B)

数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 万'

内

3 号給(人)

比

(人)

補正

4 号給(人)

5

区

オ期末手当・勤勉手当

5 号給(人)

5

^

月1」

フJ

6 号給(人)

補正後

5

7 号給(人)

5

率(B)/(A)

ネ甫]モ月1」

8 号給(人)

支給期別支給率

6月明分)

4

( 1.
2

国の制度

125)
1 2 5

備考

(1
2

(%)

125)
1 2 5

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

4

( 1.
2.

5)12

15

12月綱分)

100.0

(1
2

1 7 5 )
2 2 5

(1
2

100.0

125)
1 2 5

(1
2.

支給率計(月分)

5)17

25

(2
4

3 0 )
35

(2
4.

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

2 5 )
25

(2
4

30 )
40

有

有

備

有

考

昇給 員

給

員

こ

訳



区

力

扶養手当

その他の手当

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

同じ

異なる

異なる

手当の支給対象となる家賃額の下限

差

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

異 の 内

限度額

限度額

脇,000円(国 31,600円)

25,500円(国 31,600円)

14,000円(国 16,000円)

容分


